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陳 情 原 文  平成２２年７月２０日付で「江戸川区民オンブズマン」が、江戸川区

議会議長須賀精二氏宛てに出した「政務調査費使途問題に関する公開質問状」（以

下「公開２」別紙添付１）に対して、８月３０日付で須賀精二氏より回答（以下「回

答」別紙添付２）がありました。 
  この「回答」には多岐にわたる問題点が含まれていますが、今回特に以下の二点

について、政務調査費の「支出項目別取扱基準」の改正を要望します。  
 １ 「支出項目別取扱基準」において政務調査費の支出対象外となっている、「主  

として、親睦又は飲食を目的とするもの」（以下「規定１」）という規定につい 
て。 

   「回答」ではこの規定の判断基準は、「会場が飲食店だからとの視点ではなく、  
個人的色彩が強い会合」であるか否かにあるとされています。この「回答」とは 
別に、１月２５日付「江戸川区民オンブズマン」の「政務調査費に関する公開質 
問状」（以下「公開１」別紙添付３）に対して、上記の規定の意味は「懇親会の 
みに類するものについての支出はできないということ」であり、「式典を伴う会 
合」や「付随的に飲食を伴う」会合であれば、「主として、親睦又は飲食を目的 
とするもの」には当たらない、という回答をしてきた会派がありました。（別紙 
添付４） 

   こうした解釈であれば、「公開１」で問題にされている、「小岩北酒場、東京  
天然温泉古代の湯、割烹いこい、など明らかに飲食を主目的とする場所」での新・ 
忘年会であっても、それが「個人的色彩が強い会合」でなければ、「式典」があ 
れば、飲食が「付随的」であれば政務調査費の支出が許されることになります。 
重大なのは、その判断は当該議員の主観に任されており、領収書などで区民が  

  客観的に判断することができないことです。  
   議員の良識が区民から全面的に信頼されているならばともかく、政治と金の問  

題で不信が高まっている現状では、当面少なくとも「規定１」の中に、「飲食店」、  
「新・忘年会」を政務調査費の支出対象外の具体例として明記していないことが 
問題なのです。 

 ２ 「支出項目別取扱基準」の「調査費」の（７）「調査研究のための交通費」の  
規定（以下「規定２」）について。 

   現状では、「規定２」の中に、パスモ、スイカなど電子マネーとして利用でき  
（裏面に続く） 



  るカードの購入費用やチャージ代金が、政務調査費の領収書に含まれている会派、 
  議員が相当数います。これらの「電子マネー」の購入・チャージ領収書が「金券」 

の領収書にはなっても、「調査研究のための交通費」とはならないことは誰にで 
も明白なことです。しかし「回答」では、「交通費の支払い手段としては、さし 
つかえない」と強弁し容認しています。「規定２」の支払い手段以外にも多方面 
にわたって使途が可能なことが問題なのです。この論理だと、政務調査費全額を 
「金券」購入にあて、そのすべてを「支出項目別取扱基準」の各項目の規定に従 
って使用したことにすることすらも可能になります。領収書は「金券」購入領収 
書だけで、その使途の実際の中身は区民にはまったく分からないという事実が問 
題なのです。 

   つきましては、「支出項目別取扱基準」における下記の改正を陳情いたします。  
 

記 
 

１ 「規定１」の中に、「飲食店」、「新・忘年会」を政務調査費の支出対象外の

具体例として明記すること。 
２ 「規定２」の中に、パスモ、スイカなど電子マネーとして利用できるカードの

購入費用やチャージ代金を支出禁止項目として明記すること。  
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